
　調査，審判 本人

　少年に対する処分を直ちに決めることが困難な場合
に，当分の間，家庭裁判所調査官が助言や指導を与え
ながら少年の生活ぶりや行動を観察するものです。そ
の結果もふまえて，最終処分を決めるための審判が開
かれます。
　試験観察を行う際，民間の人や施設に少年の指導を
ゆだねることもあります。

◎　裁判所ウェブサイト（https://www.courts.go.jp/）では，「手
続の概要」，「少年事件Q & A」，「少年犯罪によって被害を受
けた方のための制度」などについてご案内していますので，
ご覧ください。

　調査，審判等における様々な教育的な働きかけにより少
年に再非行のおそれがないと認められた場合のほか，非行
があったとは認められなかった場合には，少年を処分しな
い決定がされます（不処分）。軽微な事件であって調査等に
おける教育的な働きかけによって再非行のおそれがないと
認められた場合には，調査のみを行って審判を開かずに事
件を終わらせることもあります（審判不開始）。
　教育的な働きかけとして，少年を万引きなどの被害を考
えさせる講習や地域清掃活動などに参加させて反省を深め
させる取組も行われています。

（令和3年10月　最高裁判所）

※
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※令和4年4月1日以降は18歳未満

少年審判について_a　K C M Y

少
年
審
判
に
つ
い
て
_a　

K
 C
 M
 Y



本当に非行があったかどうかを調べます。

※　少年審判には，通常，検察官は立ち会いませんが，一定の事件で事実
認定のため必要がある場合は，検察官が関与することもあります。

警察官や検察官などから事件が
家庭裁判所に送られます（送致）。

否認し

　少年審判とは，罪を犯した少年などに過ちを自覚させ，
更生させることを目的として，本当に非行があったかどう
かを確認した上，非行の内容や個々の少年の抱える問題性
に応じた適切な処分を選択するための手続です。
　そのため，少年法は，審判の手続を原則非公開とすると
ともに，審判の進め方について，「懇切を旨として，和やか
に行うとともに，非行のある少年に対し自己の非行につい
て内省を促すものとしなければならない」と定めています。
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